
自治体名 実施数 自治体数 2019前 2020 2021 2022 2023 2024 2025

1 北海道 33 179 2 3 4 11 4 5 4

2 青森県 15 40 　 　 　 　 11 4

3 岩手県 8 33 2 1 　 1 3 1

4 宮城県 5 35 　 　 　 2 1 1 1

5 秋田県 8 25 　 1 　 　 3 4

6 山形県 4 35 2 1 1  

7 福島県 16 59 1 4 6 5

8 茨城県 11 44 1 3 4 3  

9 栃木県 8 25 2 2 1 3  

10 群馬県 10 35 1 2 3 4 　　　　　　　 　 　　　 　 　
11 埼玉県 27 63 ※1 3 5 9 9  ●　朝霞市　2021年制度廃止 　
12 千葉県 19 54 2 1 2 4 10

13 東京都 43 62 8 3 4 3 8 10 7

14 神奈川県 9 33 1 1 2 1 2 2

15 新潟県 30 30 4 6 16 4  　

16 富山県 4 15 1 1 1 1 　 　 　
17 石川県 0 19 　
18 福井県 0 17 　
19 山梨県 22 27 4 2 16 　
20 長野県 31 77 1 1 4 5 4 9 7 　
21 岐阜県 10 42 1 1 2 3 2 1

22 静岡県 15 35 1 1 1 2 2 8

23 愛知県 31 54 ※1 1 2 4 11 12 ●　北名古屋市　2021年制度廃止　
24 三重県 3 29  2 1 　 　 　
25 滋賀県 10 19 1 4 3 2

26 京都府 4 26 2 1 1

27 大阪府 21 43 　 1 5 9 6

28 兵庫県 20 41 1 3 4 7 5

29 奈良県 6 39 2 2 2  

30 和歌山県 7 30 2 3 1 1 　
31 鳥取県 10 19 1 2 6 1

32 島根県 4 19 1  2 1

33 岡山県 8 27 2 1 4 1

34 広島県 2 23 2

35 山口県 4 19 2 2

36 徳島県 2 24 2 　
37 香川県 0 17

38 愛媛県 7 20 3 4  
39 高知県 12 34 4 6 2

40 福岡県 8 60 1 2 2 3 　

41 佐賀県 1 20 1 　

42 長崎県 1 21 1  　

43 熊本県 6 45 1 1 1 2 1  

44 大分県 1 18 　 1 　

45 宮崎県 3 26 1 2   

46 鹿児島県 1 43 1  　  

47 沖縄県 14 41 1 7 6 　  

514 1741 24 19 30 71 104 151 115 514 　  

　
　

　

 
　

2025.11.10現在　512市区町村　　44/ 47都道府県

                                    
 

 　　　　　　　

　

◎　新潟県　全30市町村実施　 (100％)

　

　　補聴器助成実施自治体数

　

 
 

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    全日本年金者組合・大阪府本部

㊟　自治体数514には制度廃止した ①埼玉県朝霞市②愛知県北名古屋市も含む

　
　
　

 ◎　東京都特別区　全23区実施(100％)

　

　

　

〈大阪府本部更新〉
2022年10月31日現在 114自治体
2022年12月31日現在 123自治体
2023年06月26日現在 184自治体
2023年09月25日現在 197自治体
2023年10月18日現在 218自治体
2024年02月06日現在 238自治体
2024年04月06日現在 270自治体
2024年05月31日現在 286自治体
2024年10月31日現在 372自治体
2025年05月10日現在 453自治体
2025年07月01日現在 469自治体

〈中央本部調べ〉

2025年08月15日現在 475自治体
2025年10月20日現在 493自治体

すでに実施している市町村や新たに実施した市町村、補助要件が改正された市町村など補聴器関連の情報を大阪府本部にお知らせ下さい。

全日本年金者組合 大阪府本部 ℡ 06-6354-7207 fax 06-6354-7746
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